
 

資料２ 
 

意 見 交 換 資 料 
 
 
 
１． 磐田市の人口について 
 
（１） 社会増減・自然増減の推移 

  本市の社会増減・自然増減の推移から見て、今後必要な 
取組みは？ 
 

（２） 高校生の進学先、就職先の希望地域 
  市内高等学校に通う高校生の進学・就職希望先の結果か 
ら見て、今後必要な取組みは？ 

 
 

 
２． 磐田市の産業について 

 
（１） 産業別就業者数 

  本市の産業別就業者数の推移から見て、今後必要な産 
業・雇用に関する取組みは？ 
 

（２） 工業の推移 
  本市の特徴である製造業も含めた工業の推移から見て、 
今後必要な取組みは？ 

 



 

 
第２回磐田市行政経営審議会資料 

 
磐田市の人口に係る資料 

１．社会増減・自然増減の推移  
 

 
 
 
 
 
 

 

◆平成 22年以降、出生数の減少と死亡数の増加による「自然減」となっている。 
◆平成 20年以降、転出超過による「社会減」となっていたが、平成 28年以降、「社会増」
に転じている。 

◆転入数は、平成 26年度以降増加に転じているが、転出数は、平成 20年をピークとして
減少に転じている。 
◆出生数は、年によってばらつきはあるものの、減少傾向にある。 
◆死亡数は、年によってばらつきはあるものの、増加傾向にある。 

・住民基本台帳より（毎年 4月 1日～3月 31日） 
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２．高校生の進学先、就職先の希望地域（平成 29年度） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

◆進学希望者のうち、市内での進学を希望する人の割合は 2.4%と低く、多くは県内（磐
田市外）や首都圏、中京圏へ進学を希望する傾向にある。 

◆就職希望者に関しては、県内（磐田市外）での就職希望が最も多く（53.3%）、次いで市
内が 34.7%となっている。 

◆女性の進学先は、県内（磐田市外）の割合が 46.0％と多く、男性の進学先は、首都圏
の割合が約３割強と多くなっている。 

◆就職希望者では、磐田市内と県内（磐田市外）を合わせると、男女共に約９割となり、
地元志向が伺える。 

市内 県内 首都圏 中京圏 近畿圏 その他
8 137 164 110 53 36

1.6% 27.0% 32.3% 21.7% 10.4% 7.1%
18 268 153 77 43 23

3.1% 46.0% 26.3% 13.2% 7.4% 4.0%
26 405 317 187 96 59

2.4% 37.2% 29.1% 17.2% 8.8% 5.4%
29 48 4 2 1 6

32.2% 53.3% 4.4% 2.2% 1.1% 6.7%
40 58 5 1 1 4

36.7% 53.2% 4.6% 0.9% 0.9% 3.7%
69 106 9 3 2 10

34.7% 53.3% 4.5% 1.5% 1.0% 5.0%

進学先
(1,098名）

男性

女性

合計

就職先
(200名）

男性

女性

合計

・Ｈ29年度 高校生の「進学・就職」に関する意識

調査より（市内５高等学校３年生 1,298名対象）
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磐田市の産業に係る資料 

１．産業別就業者数 
 

 
 
 

◆男性の就業者数は、「製造業」が多くを占めている。 
◆女性の就業者数は、「サービス業」と「製造業」が多くを占めている。 
◆「農業・林業」は減少傾向にある。 
◆女性の「サービス業」が著しく増加傾向にある。 

・国勢調査より 
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２．工業の推移 
 
 
 
 
 
  工業の推移（従業者４人以上の事業所） 

年  次 
事業所数 

(所) 

従業者数 

（人） 

現金給与総額 

（万円） 

原材料使用額等 

（万円） 

製造品出荷額等 

(万円)  

平成 22 年 646  36,820 18,172,296 92,964,219 174,848,382 

23 676  34,794 16,612,934 84,154,725 163,581,835 

24 618  34,399 16,977,872 86,577,422 172,156,830 

25 596  34,839 17,260,987 85,406,996 172,110,237 

26 589  35,653 18,046,552 90,804,620 178,697,148 

  

 

 

 
       

  産業分類別、事業所数・従業者数・製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所）[平成 26 年] 

産  業  分  類 
事業所数 

(所) 

従業者数 

(人) 

製造品出荷額等 

(万円)  

  

合計 589 35,653 178,697,148 
 

 09  食料品製造業 42 1,448 4,352,265 

 10  飲料・たばこ・飼料製造業 17 562 40,026,535 

 11  繊維工業 23 535 1,124,554 

 12  木材・木製品製造業（家具を除く） 9 334 777,310 

 13  家具・装備品製造業 11 191 374,199 
 

 14  パルプ・紙・紙加工品製造業 10 298 1,290,277 

 15  印刷・同関連業 19 579 1,307,640 

 16  化学工業 13 1,212 6,403,748 

 17  石油製品・石炭製品製造業 2 13 X 

 18  ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品製造業(別掲を除く） 54 2,612 6,004,999 
 

19  ゴム製品製造業 12 300 652,693 

 20  なめし革・同製品・毛皮製造業 - - -

 21  窯業・土石製品製造業 11 200 278,785 

 22  鉄鋼業 10 246 1,951,320 

 23  非鉄金属製造業 12 752 4,497,680 
 

24  金属製品製造業 71 1,422 2,542,329 

25  はん用機械器具製造業 19 756 1,301,856 

26  生産用機械器具製造業 64 1,137 2,375,236 

27  業務用機械器具製造業 5 150 584,279 

28  電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 16 2,486 6,525,802 
 

29  電気機械器具製造業 25 603 2,085,101 

30  情報通信機械器具製造業 2 30 X 

31  輸送用機械器具製造業 122 17,506 84,281,747 

32  その他の製造業 20 2,281 9,847,782 

 
 
 
 
 
 

◆製造品出荷額等は、平成 23 年度（2011 年）に減額したが、その後は回復傾向にある。 
◆産業別では、輸送用機械器具製造業が、事業所数・従業者数・製造品出荷額等において、
多くを占めている。 

・工業統計調査より（平成 23 年のみ平成 24 年経済センサス-活動調査） 

・工業統計調査より 
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